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国
保
は
、
職
場
の
健
康
保
険
な
ど
に
加
入

し
て
い
な
い
74
歳
ま
で
の
人
が
、
病
気
や
け

が
を
し
た
と
き
、
安
心
し
て
医
療
な
ど
が
受

け
ら
れ
る
よ
う
、
加
入
者
み
ん
な
で
保
険
税

を
負
担
し
、
支
え
合
う
制
度
で
す
。

　
し
か
し
、
近
年
、
高
齢
化
の
進
行
や
医
療

技
術
の
高
度
化
に
伴
う
医
療
費
の
増
加
、
経

済
状
況
の
低
迷
な
ど
に
よ
る
税
収
入
の
落
ち

込
み
な
ど
で
、
非
常
に
厳
し
い
財
政
運
営
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
今
月
１
日
か
ら
、
次
の
と
お
り
保
険
税
を

引
き
上
げ
ま
す
。
納
税
通
知
書
は
、
７
月
中

旬
に
世
帯
主
に
送
付
し
ま
す
。

　
安
定
し
た
国
保
財
政
を
維
持
す
る
た
め
、

次
の
５
つ
に
協
力
し
て
く
だ
さ
い
。

❶
重
複
受
診
を
や
め
ま
し
ょ
う

　
同
じ
病
気
で
複
数
の
病
院
に
か
か
る
と
、

医
療
費
を
増
加
さ
せ
る
だ
け
で
な
く
、
重
複

す
る
検
査
や
投
薬
で
体
に
悪
影
響
を
与
え
ま

す
。

❷
薬
の
も
ら
い
す
ぎ
に
注
意
し
ま
し
ょ
う

　
薬
が
余
っ
て
い
る
と
き
は
、
医
師
や
薬
剤

師
に
相
談
し
ま
し
ょ
う
。
ま
た
、
必
要
以
上

に
薬
を
求
め
な
い
よ
う
に
し
ま
し
ょ
う
。

❸
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
を
積
極
的
に
利
用

し
ま
し
ょ
う

　
低
価
格
で
同
等
効
果
の
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク

（
後
発
）医
薬
品
に
切
り
替
え
る
こ
と
で
、
医

療
費
の
節
約
に
な
り
ま
す
。

❹
特
定
検
診
や
が
ん
検
診
を
受
け
ま
し
ょ
う

　
早
期
発
見・治
療
や
重
症
化
を
防
ぐ
た
め
、

毎
年
検
診
を
受
け
て
、
自
分
の
健
康
状
態
を

把
握
し
ま
し
ょ
う
。

❺
保
険
税
は
納
期
限
内
に
納
付
を

　
期
限
内
の
納
付
が
困
難
な
場
合
は
、
税
制

収
納
課（
☎
０
８
４
８・67・６
０
３
５
）へ
相

談
し
て
く
だ
さ
い
。

　
加
入
者
の
皆
さ
ん
が
受
け
た
医
療
な
ど
へ

の
保
険
給
付
費
は
年
々
増
加
し
、
そ
れ
を
賄

う
財
源
の
一
つ
で
あ
る
保
険
税
収
入
は
、
経

済
状
況
の
低
迷
な
ど
か
ら
伸
び
悩
ん
で
い
ま

す
。
不
足
分
は
、
基
金（
貯
金
）の
取
り
崩
し

や
保
険
税
率
の
改
正
で
対
応
し
て
き
ま
し
た

が
、
昨
年
度
末
で
基
金
が
底
を
突
き
ま
し

た
。

　
本
市
の
国
民
健
康
保
険（
国
保
）の
財
政
は

危
機
的
な
状
態
で
、
平
成
22
年
度
に
続
き
、

保
険
税
を
引
き
上
げ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。
医

療
費
の
増
加
を
抑
え
る
こ
と
や
、
保
険
税
を

期
限
内
に
納
付
す
る
こ
と
な
ど
、
加
入
者
一

人
ひ
と
り
の
協
力
が
欠
か
せ
な
い
状
況
と
な

っ
て
い
ま
す
。
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増
大
す
る
医
療
費

保
険
税
率
を
改
正

皆
さ
ん
の
協
力
が
欠
か
せ
ま
せ
ん

　

保険税収入 国や県などから
の補助金など 不足分

市が負担する医療費（保険給付費）

・基金(貯金)の取り崩し

・保険税率の改正　など

改正後
（平成24年度）

改正前
（平成23年度）

①
医
療
保
険
分

所得割 7.2％ 6.2％

資産割 10.0％ 10.0％

均等割 加入者一人につき
24,600円

加入者一人につき
22,900円

平等割 一世帯につき
24,500円

一世帯につき
22,300円

課税限度額 一世帯当たり
51万円

一世帯当たり
51万円

②
後
期
高
齢
者
支
援
金
分

所得割 2.6％ 2.3％

資産割 1.0％ 1.0％

均等割 加入者一人につき
8,500円

加入者一人につき
8,000円

平等割 一世帯につき
7,700円

一世帯につき
7,000円

課税限度額 一世帯当たり
14万円

一世帯当たり
14万円

③
介
護
保
険
分

　
　
（
40
歳
〜
64
歳
）

所得割 2.7％ 2.2％

資産割 1.0％ 1.0％

均等割 加入者一人につき
9,500円

加入者一人につき
8,200円

平等割 一世帯につき
6,600円

一世帯につき
6,400円

課税限度額 一世帯当たり
12万円

一世帯当たり
12万円

※①～③の合計額が年間の保険税額です。

※平成23年度は見込み。

問
保
険
医
療
課

☎
０
８
４
８・67・６
０
５
０

国
保
か
ら
重
要
な

お
知
ら
せ
が
あ
り
ま
す

国保または後期高齢者医療
制度に加入している皆さん

国保だより

　市では、昨年10月から、ジェネリック医薬品の促
進通知サービスを行なっています。これは、病院や
薬局から薬を処方されている人のうち、ジェネリッ
ク医薬品に切り替えた場合、自己負担の削減額が大
きい人に通知書を送付するものです。
　皆さんの積極的な協力をお願いします。

　昨年10月分の削減効果
通知した人 1,313人
切り替えた人 382人
削減された金額 650,373円

 ジェネリック医薬品で医療費の削減を

▲送付している通知書の見本

見本

 高額な外来診療を受ける
 ときにも認定証の申請を
　今月から、入院時だけでなく、高
額な外来診療を受けるときにも、限
度額適用認定証（市民税非課税世帯
の人は、限度額適用・標準負担額減額
認定証）を利用することができます。
※70歳以上で課税世帯の人は、事前
の申請は必要ありません。
申 請場所　保険医療課または各支所
用意する物　保険証、印鑑

● 歩いて健康の旅、万歩計・蛍光タス
キの無料貸し出し事業は、昨年度
をもって終了しました。

臨時号

 

▲ 
一
度
に
高
額
な
費
用

を
準
備
す
る
必
要
が

な
く
な
り
ま
す


